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介護報酬の根拠となる単位数表は厚生労働省の告示で示されており、このほか、解釈を補う通知（留意事項
通知）や、別に定めるものなどを規定する関係告示、事務連絡によるＱ＆Ａがあります。
介護報酬の算定にあたっては、必ず、介護報酬の根拠となる規定や通知の内容を確認してください。

居宅介護支援費・介護予防支援に係る介護報酬について

サービス 単位数表（告示） 単位数表（留意事項通知） 関係告示 事務連絡・その他通知

居宅介護支援

指定居宅介護支援に
要する費用の額の算
定に関する基準
（H12.2.10厚告20）

指定居宅サービスに要する費用の
額の算定に関する基準（訪問通所
サービス、居宅療養管理指導及び
福祉用具貸与に係る部分）及び指
定居宅介護支援に要する費用の額
の算定に関する基準の制定に伴う
実施上の留意事項について
（H12.3.1 老企36）

厚生労働大臣が定める基準に
適合する利用者等（H27.3.23
厚労告94）

・厚生労働省発出のQ&A
・居宅介護支援費の入院
時情報連携加算及び退
院・退所加算に係る様式
例の提示について
（H21.3.13老振発第
0313001号）

等

厚生労働大臣が定める基準
（H27.3.23 厚労告95）

厚生労働大臣が定める施設基
準（H27.3.23 厚労告96）

介護予防支援

指定介護予防支援に
要する費用の額の算
定に関する基準
（H18.3.14 厚労告
129）

「指定介護予防サービスに要する費用の
額の算定に関する基準の制定に伴う実施
上の留意事項について」の制定及び「指
定居宅サービスに要する費用の額の算定
に関する基準（訪問通所サービス及び居
宅療養管理指導に係る部分）及び指定居
宅介護支援に要する費用の額の算定に関
する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について」等の一部改正について
（H18.3.17 老計発第0317001号・老振
発第0317001号・老老発第0317001号）

▼主な告示・通知等 ※この資料では告示番号や通知名等を一部略称で表記しています。
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・常勤の介護支援専門員を置くことが必要となる人員基準の見直し
①介護支援専門員の員数が、利用者の数が「44」又はその端数を増すごとに１とする。
※居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合「49」又はその端数を増すごとに１

②介護予防支援の利用者数については、「1/2を乗じた数」から「1/3を乗じた数」へ変更する。

現行 令和６年度介護報酬改定

利用者数 ケアマネ数 利用者数 ケアマネ数

居宅介護支援費
（Ⅰ）

利用者数
３５名以下

→ＣＭ１名 利用者数
４４名以下

→ＣＭ１名

７０ ２ ８８ ２

１０５ ３ １３２ ３

居宅介護支援費
（Ⅱ）

利用者数３５名 １名 利用者数４９名→ １名

７０ ２ ９８ ２

１０５ ３ １４７ ３
ケアプランデータ連携
システムの活用＆事務

職員配置

≪介護支援専門員1人当たりの取扱件数（基準）≫
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≪介護支援専門員1人当たりの取扱件数（報酬）≫

・介護支援専門員１人当たりの取扱件数の見直し
①居宅介護支援費（Ⅰ）(ⅰ)の取扱件数を、「40未満」から「45未満」へ見直す。
②介護予防支援の利用者数については、「1/2を乗じた数」から「1/3を乗じた数」へ変更する。

現行 令和６年度介護報酬改定

居宅介護支援費（Ⅰ）

居宅介護支援費（ⅰ） 40未満 45未満

居宅介護支援費（ⅱ） 40以上60未満 45以上60未満

居宅介護支援費（ⅲ） 60以上 60以上

居宅介護支援費（Ⅱ）

※（Ⅱ）の要件 ＩＣＴの活用又は事務職員の
配置

ケアプラン連携システムの活
用かつ事務職員の配置

居宅介護支援費（ⅰ） 45未満 50未満

居宅介護支援費（ⅱ） 45以上60未満 50以上60未満

居宅介護支援費（ⅲ） 60以上 60以上
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令和6年度報酬改定による変更点

令和6年度報酬改定により、居宅介護支援費については大きく以下の2点が変更
となります。

１． 逓減制にかかる利用者の取扱件数の増加 取扱件数については、5ページ参照

２．居宅介護支援費（Ⅱ）の内容変更

単位数

居宅介護支援費(Ⅱ)
㈠ 居宅介護支援費(ⅰ)
ａ要介護１又は要介護２ 1,086単位 （1,076単位）
ｂ要介護３、要介護４又は要介護５ 1,411単位 （1,398単位）

㈡ 居宅介護支援費(ⅱ)
ａ要介護１又は要介護２ 527単位 （522単位）
ｂ要介護３、要介護４又は要介護５ 683単位 （677単位）

㈢ 居宅介護支援費(ⅲ)
ａ要介護１又は要介護２ 316単位 （313単位）
ｂ要介護３、要介護４又は要介護５ 410単位 （406単位）

※（）内は従来の単位数

算定要件

①公益社団法人国民健康保険中央会が運用及び管理を行う
指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の
使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情
報の共有等のための情報処理システムの利用
並びに②事務職員の配置

＝①「ケアプランデータ連携システムの利用
②事務職員の配置
①②両方を行っている場合に算定可能
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主な指摘事項（入院時情報連携加算）

【指導での指摘事項】

●病院等の職員に対し、利用者に係る必要な情報提供の内容が不十分な事例
があった。（入院時情報連携加算(Ⅰ)）
●病院等の職員に対して、利用者に係る必要な情報を提供したことが確認で
きない事例があった。（入院時情報連携加算(Ⅱ)）
●病院等の職員に対し、利用者に係る必要な情報提供を行った日時や提供方
法について居宅サービス計画等に記録していなかった（入院時情報連携加算
(Ⅱ）。

入院時情報連携加算の算定要件を満たしていますか。



8主な指摘事項（入院時情報連携加算）

入院時情報連携加算は、
「利用者が病院又は診療所に入院してから一定の期間内※に当該病院又は
診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること」
が必要となります。

※については、11ページ参照

【厚生労働大臣が定める基準（H27.3.23 厚労告95）】第８５号

「必要な情報」とは…

・当該利用者の入院日

・心身の状況（例えば疾患・病歴、認知症の有無や徘徊等の行動の有無など）

・生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者の介護方法や家族介護者の状況など）

・サービスの利用状況
【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（H12.3.1 老企36）第３の13】
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必要な情報を提供した場合には、以下について居宅サービス計画等に
記録してください。

注 意！

・情報提供を行った日時
・場所（医療機関へ出向いた場合）
・内容
・提供手段（面談、ＦＡＸ等）等
なお、情報提供の方法としては、居宅サービス計画等の活用が考えられます。

FAXやメール、郵送等による情報提供の場合、先方が受け取ったことを確
認するとともに、確認した事について居宅サービス計画等に記録しておかな
ければならない。

〔介護保険最新情報（Vol.629 ）平成30年3月23日問139〕
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「必要な情報」の提供方法について

☑ 「必要な情報」については、留意事項
通知に具体的に列記されているため、
少なくともこれらの情報（第３の１３

（１）総論 参照）を提供する必要が
あります。なお、「居宅介護支援費の
入院時情報連携加算及び退院・退所
加算に係る様式例について」H21.3.13
老振発第0313001号 厚生労働省老健
局振興課長通知）において、情報提供
の様式として標準例が示されている
ため、当該項目と同程度の内容を提供
することが望ましいものと考えます。 標準例

主な指摘事項（入院時情報連携加算）
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令和6年度報酬改定による変更点

【厚生労働大臣が定める基準（H27.3.23 厚
労告95）】
第８５号
イ 入院時情報連携加算(Ⅰ)・・・200単位

利用者が病院又は診療所に入院してか
ら３日以内に、当該病院又は診療所の職員
に対して当該利用者に係る必要な情報を提
供していること。

ロ 入院時情報連携加算(Ⅱ)・・・100単位
利用者が病院又は診療所に入院してか

ら４日以上７日以内に、当該病院又は診療
所の職員に対して当該利用者に係る必要な
情報を提供していること。

従 前 の 加 算 要 件 令和6年度 報酬改定以降

入院時の迅速な情報連携をさらに促進す
る観点から、病院等の職員に対して
入院当日中又は入院後３日以内（事業所

の休業日は除く。）に情報提供した場合に
評価される。
イ 入院当日中に情報提供した場合
入院時情報連携加算（Ⅰ）

・・・２５０単位

ロ 入院した日の翌日又は翌々日（3日以内）

に情報提供した場合
入院時情報連携加算（Ⅱ）

・・・２００単位

報酬改定内容（入院時情報連携加算）
社会保障審議会福祉部会介護給付費分科
会（第239回）令和6年1月22日
参考資料１ １．（３）⑩参照
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主な指摘事項（退院・退所加算）

【指導での指摘事項】

●カンファレンスの参加者の要件を満たしていなかった。（退院・退所加算
(Ⅱ)ロ）
●同一事業所の看護師と理学療法士をカンファレンスの参加者としてそれぞ
れカウントしていたため、カンファレンスの要件を満たしていなかった。
（退院・退所加算(Ⅰ)ロ）

退院・退所加算の算定要件を満たしていますか。
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主な指摘事項（退院・退所加算）

【指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（H12.2.10 厚告20）別表】
へ 退院・退所加算
注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設
に入所していた者が退院又は退所（中略）し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型
サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、
地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な
情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの
利用に関する調整を行った場合（同一の利用者について、当該居宅サービス及び地域密着型サー
ビスの利用開始月に調整を行う場合に限る。）には、別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区
分に従い、入院又は入所期間中につき１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲
げるいずれかの加算を算定する場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、
初回加算を算定する場合は、当該加算は算定しない。

イ 退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０単位
ロ 退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００単位
ハ 退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００単位
二 退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位
ホ 退院・退所加算（Ⅲ） ９００単位

単位数表（告示）
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【厚生労働大臣が定める基準（H27.3.23 厚労告95）】
第８５号の２
イ 退院・退所加算（Ⅰ）イ

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情
報の提供をカンファレンス以外の方法により１回受けていること。

ロ 退院・退所加算（Ⅰ）ロ
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情

報の提供をカンファレンスにより１回受けていること。
ハ 退院・退所加算（Ⅱ）イ

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情
報の提供をカンファレンス以外の方法により２回以上受けていること。

二 退院・退所加算（Ⅱ）ロ
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情

報の提供を２回受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。
ホ 退院・退所加算（Ⅲ）

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情
報の提供を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。

利用者に係る情報提供を受けた回数、カンファレンスの有無により算定できる区分が異なる

関係告示

主な指摘事項（退院・退所加算）
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利用者に係る情報提供を受けた回数と「カンファレンス」の有無

退院・退所加算（Ⅰ） 退院・退所加算（Ⅱ）
退院・退所加算（Ⅲ）

イ ロ イ ロ

単位数 450 600 600 750 900

連携回数 1回 2回以上 2回 3回以上

カンファレンス 無 有 無 有
3回のうち1回以上

カンファレンスを実施

【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具
貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に
ついて（H12.3.1 老企36）】

第三１４（３）その他の留意事項

② 同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに
参加した場合でも、１回として算定する。

主な指摘事項（退院・退所加算）



16

「カンファレンス」（病院又は診療所の場合）の要件

【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（H12.3.1 老企36）】

第三１４（３）その他の留意事項
① （２）に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。
イ 病院又は診療所

診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第59号)別表第一医科診療報酬点数表の退院時共
同指導料２の注３の要件を満たし、退院後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必
要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するもの。

ロ～ヘ 略

【診療報酬の算定方法（H20.3.5 厚労告59）】
別表第一 医科診療報酬点数表の退院時共同指導料２
注３ 注１の場合において、入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等が、在宅療養担当医療機関の保険医若

しくは看護師等、保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士、保険薬局の保険薬剤師、訪
問看護ステーションの看護師等(准看護師を除く。)、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、介護支援
専門員(介護保険法第７条第５項に規定する介護支援専門員をいう。以下同じ。)又は相談支援専門員(障害者
の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に
関する基準(平成24年厚生労働省令第28号)第３条第１項又は児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業
の人員及び運営に関する基準(平成24年厚生労働省令第29号)第3条第1項に規定する相談支援専門員をいう。
以下同じ。)のうちいずれか３者以上と共同して指導を行った場合に、多機関共同指導加算として、2,000点
を所定点数に加算する。

留意事項通知

主な指摘事項（退院・退所加算）
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「カンファレンス」（病院又は診療所の場合）の要件

①参加必須

● 当該患者（利用者）が入院している保険医療機関の保険医、保健師・助産師・看護師・准看
護師

②以下（Ａ～Ｅの区分）のうち３者（３区分）以上

Ａ 在宅療養担当医療機関の保険医、保健師・助産師・看護師・准看護師

Ｂ 保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士

Ｃ 保険薬局の保険薬剤師

Ｄ 訪問看護ステーションの保健師・助産師・看護師、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴
覚士

Ｅ 介護支援専門員又は相談支援専門員

☑ 以下の①のうち１者以上と、②のＡ～Ｅのうち３者以上が参加する必要があります。
同一職種が、複数名参加しても１者とカウントします。なお、退院後に福祉用具の貸与が見
込まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等
が参加します。

+

主な指摘事項（退院・退所加算）
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「カンファレンス」の記録について
【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（H12.3.1 老企36）】

第三１４（３）その他の留意事項
④ カンファレンスに参加した場合は、スライド23ページにおいて別途定める様式ではなく、カン
ファレンスの日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者
又は家族に提供した文書の写しを添付すること。

【介護保険最新情報（Vol.273）平成24年3月30日】
（問２０）
退院・退所加算について、「また、上記にかかる会議（カンファレンス）に参加した場合は、（１）に

おいて別途定める様式ではなく、当該会議（カンファレンス）等の日時、開催場所、出席者、内容の要点
等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付すること。」とあ
るが、ここでいう居宅サービス計画等とは、具体的にどのような書類を指すのか。
（答）
居宅サービス計画については、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について」

（平成11 年11 月12 日付け老企第29 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）において、標準例として様式
をお示ししているところであるが、当該様式の中であれば第５表の「居宅介護支援経過」の部分が想定さ
れ（※）、それ以外であれば上記の内容を満たすメモ等であっても可能である。
※第５表に加えて、第４表の「サービス担当者会議の要点」の活用も可能である。【介護保険最新情報
（Vol.952）令和3年3月26日問120】

留意事項通知

主な指摘事項（退院・退所加算）
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「カンファレンス」の記録について
【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（H12.3.1 老企36）】

第三１４（３）その他の留意事項
④ カンファレンスに参加した場合は、（１）において別途定める様式ではなく、カン
ファレンスの日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録
し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付すること。

【介護保険最新情報（Vol.273）平成24年3月30日】

（問２１）
入院中の担当医等との会議（カンファレンス）に参加した場合、当該会議等の日時、開

催場所、出席者、内容の要点等について記録し、『利用者又は家族に提供した文書の写
し』を添付することになっているが、この文書の写しとは診療報酬の退院時共同指導料算
定方法でいう「病院の医師や看護師等と共同で退院後の在宅療養について指導を行い、患
者に情報提供した文書」を指すと解釈してよいか。
（答）
そのとおり。

留意事項通知

主な指摘事項（退院・退所加算）
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「カンファレンス」の記録について

【介護保険最新情報（Vol.952）令和3年3月26日】
（問１２０）
カンファレンスに参加した場合は、「利用者又は家族に提供した文書の写しを添付する

こと」としているが、具体例を示されたい。
（答）
・具体例として、次のような文書を想定しているが、これらの具体例を踏まえ、個々の状
況等に応じて個別具体的に判断されるものである。
（中略）

＜例＞
・カンファレンスに係る会議の概要、開催概要、連携記録等

「カンファレンスに係る会議の概要、開催概要、連携記録等」について
は、病院等が作成して利用者又は家族に提供した文書を想定しており、居
宅介護支援事業所で作成した文書ではないことに注意すること。〔厚生労働省電

話確認〕

主な指摘事項（退院・退所加算）
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【指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（H12.2.10 厚告20）別表】
へ 退院・退所加算
注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設
に入所していた者が退院又は退所（中略）し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型
サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、
地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な
情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの
利用に関する調整を行った場合（同一の利用者について、当該居宅サービス及び地域密着型サー
ビスの利用開始月に調整を行う場合に限る。）には、別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区
分に従い、入院又は入所期間中につき１回を限度として所定単位数を加算する。（後略）

単位数表（告示）

☑ 利用者の退院等にあたり病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提
供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利
用に関する調整を行った場合（※）算定可能。

（※）同一の利用者について、当該居宅サービス及び地域密着型サービスの利用開始月に調整を行う場合に限る。

主な指摘事項（退院・退所加算）
算定要件
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退院・退所後に一定期間サービスが提供されない場合についての算定期間
【介護保険最新情報（Vol.69）平成21年3月23日】
（問６６）
病院等の職員と面談等を行い、居宅サービス計画を作成したが、利用者等の事情により、居宅サービ

ス又は地域密着型サービスを利用するまでに、一定期間が生じた場合の取扱いについて示されたい。
（答）
退院・退所加算(Ⅰ)・(Ⅱ)については、医療と介護の連携の強化・推進を図る観点から、退院・退所

時に、病院等と利用者に関する情報共有等を行う際の評価を行うものである。また、当該情報に基づい
た居宅サービス計画を作成することにより、利用者の状態に応じた、より適切なサービスの提供が行わ
れるものと考えられることから、利用者が当該病院等を退院・退所後、一定期間サービスが提供されな
かった場合は、その間に利用者の状態像が変化することが想定されるため、行われた情報提供等を評価
することはできないものである。このため、退院・退所日が属する日の翌月末までにサービスが提供さ
れなかった場合は、当該加算は算定することができないものとする。

＜例＞
6/20 6/27 7/1 8/1

サービス提供なし

８月から
サービス
提供開始

算定不可

退院・退所日が決まり、病院
等の職員と面談等を行い、居
宅サービス計画を作成

退院・退所日

主な指摘事項（退院・退所加算）
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加算の算定を担保するための標準様式例

☑「居宅介護支援費の入院時情報連携加算
及び退院・退所に係る様式例の提示につい
て」（H21.3.13老振発第0313001号厚生労働省老健

局振興課長通知）において、標準例が示され
ているため、当該様式に記載されている項
目と同程度の内容を算定にあたっての記録
として担保することが望ましいものと考え
ます。

主な指摘事項（退院・退所加算）

「利用者に関する必要な情報」について
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主な指摘事項（通院時情報連携加算）

【指導での指摘事項】

●医師と当該利用者に係る必要な情報の交換を行っていなかった。

通院時情報連携加算の算定要件を満たしていますか。
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「医師等と連携を行うこと」の連携内容・必要性・方法

【介護保険最新情報（Vol.952）令和3年3月26日】
(問118)
通院時情報連携加算の「医師等と連携を行うこと」の連携の内容、必要性や方法について、具体的に
示されたい。
(答)
・通院時に係る情報連携を促す観点から、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す
る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成12年3月1日老 企第
36号）第3の「15通院時情報連携加算」において、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要
な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けることとしている。
・なお、連携にあたっては、利用者に同席する旨や、同席が診療の遂行に支障がないかどうかを事前
に医療機関に確認しておくこと。

☑ 利用者等の同意を得て受診に同席したことや、医師へ提供した情報の内容、医師から受けた情報
の内容を支援経過に記載してください。

☑ 医師等からの情報を踏まえて、居宅サービス事業者等との連絡調整や居宅サービス計画の見直し
が必要かどうかを検討すること。その結果、居宅サービス計画の変更が必要だと判断した場合には、
変更に伴う一連のケアマネジメントを行う必要があります。

主な指摘事項（通院時情報連携加算）
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【指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（H12.2.10 厚告20）別表】
ト 通院時情報連携加算 ５０単位
注 利用者が病院又は診療所において※医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、
※医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報の提供
を行うとともに、※医師等から当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サー
ビス計画に記録した場合は、利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算する。

報酬改定内容（通院時情報連携加算）

なお、同席にあたっては、利用者の同意を得た上で、医師等と連携を行うこと。

【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（H12.3.1 老企36）】 第三１５

令和6年度報酬改定による変更点

上記要件の※部分について、医師に加え、歯科医師の場合も対象に含まれる
旨の文言が追加されました。
利用者の口腔衛生の状況等を適切に把握し、医療と介護の連携を強化した上でケアマネジメントの質の

向上を図ることを目的とする。

社会保障審議会福祉部会介護給付費分科会
（第239回）令和6年1月22日 参考資料１
１．（３）⑪参照



27

報酬改定内容（特定事業所加算）
社会保障審議会福祉部会介護給付費分科会（第239回）
令和6年1月22日 参考資料１ １．（１）①②参照

令和6年度報酬改定による変更点

従 前 の 算 定 要 件

（１）常勤かつ専従の主任介護支援専
門員を、算定する加算に応じて配置し
なければならない。

※業務に支障がない場合は、同一敷地内に
ある他の事業所の職務を兼務しても差し支
えない。

（２）常勤かつ専従の介護支援専門員
を、算定する加算に応じて配置しなけ
ればならない。

（１）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤
の主任介護支援専門員を配置していること。

※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない
場合は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職務と兼務
をし、又は同一敷地内にある他の事業所の職務と兼務を
しても差し支えない。

（２）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤
の介護支援専門員を配置していること。

※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない
場合は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職務と兼務
をし、又は同一敷地内にある指定介護予防支援事業所の
職務と兼務をしても差し支えない。

令和6年度 報酬改定以降
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報酬改定内容（特定事業所加算）

令和6年度報酬改定による変更点

社会保障審議会福祉部会介護給付費分科会（第239回）
令和6年1月22日 参考資料１ １．（１）①②参照

（９）居宅介護支援費に係る運営基準減算又は
特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。

（10）取り扱う利用者数については、原則とし
て事業所単位で平均して介護支援専門員1名当
たり40名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場

合は45名未満）であれば差し支えないこととする
が、ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケ
アマネジメントに支障が出ることがないよう配慮し
なければならない。

（９）居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の
適用を受けていないこと。

（10）指定居宅介護支援事業所において指定居宅介
護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介護
支援事業所の介護支援専門員１人当たり45名未満
（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は50名
未満）であること。

（８）家族に対する介護等を日常的に行っている児
童（ヤングケアラー）や、障害者、生活困窮者、難
病患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する知
識等に関する事例検討会、研修等に参加しているこ
と。

（８）地域包括支援センター等が実施する事例
検討会等に参加していること。

従 前 の 算 定 要 件 令和6年度 報酬改定以降
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